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米穀周年供給・需要拡大支援事業 【令和５年度予算概算要求額 5,033（5,033）百万円】

＜対策のポイント＞
生産者、集荷業者・団体の自主的な取組により需要に応じた生産・販売が行われる環境を整備し、産地の判断により、主食用米を長期計画的に販売する

取組や海外用など他用途への販売を行う取組等を実施する体制を構築するため、民間主導のコメの周年供給・需要拡大等に対する取組を支援します。
＜事業目標＞
生産者、集荷業者・団体による自主的な経営判断や販売戦略に基づく、需要に応じた米の生産・販売の実現

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．業務用米、新市場開拓用米等の安定取引拡大支援
産地と中食・外食事業者等との安定取引を拡大するため、民間団体等が行う業

務用米の生産・流通の拡大に向けた展示商談会、新たな需要開拓に向けた販売
促進、海外業務用需要などの新たな市場開拓に必要な取組等を支援します。

２．周年供給・需要拡大支援
産地において、あらかじめ生産者等が積立てを行い、以下の取組を実施する場合

に支援します。
① 主食用米を翌年から翌々年以降に長期計画的に販売する取組（収穫前契
約、複数年契約の場合は追加的に支援）
② 主食用米を海外向けに販売する際の商品開発、販売促進等の取組
③ 主食用米を業務用向け等に販売する際の商品開発、販売促進等の取組
④ 主食用米を非主食用へ販売する取組

１．業務用米、新市場開拓用米等の安定取引拡大支援

２．周年供給・需要拡大支援

［お問い合わせ先］農産局企画課（03-6738-8974）
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【令和３年度補正予算額 16,500百万円】

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．長期保管の支援

産地の自主的な取組により需要に応じた生産・販売が行われる環境を整備するた
め、集荷団体と実需者等が市場に影響を与えないように連携して行う長期計画的な
販売に伴う保管に係る経費等を支援します。
（補助率：定額）

２．中食・外食事業者等への販売促進支援
新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けた中食・外食事業者等に対し、市

場に影響を与えないように行う販売促進の取組を支援します。
（補助率：1/2以内）

３．生活弱者への提供支援
子ども食堂・子ども宅食等の生活弱者に対し、米を提供する取組を支援します。

（補助率：定額）

［お問い合わせ先］農産局農産政策部企画課（03-6738-8973）

コロナ影響緩和特別対策
＜対策のポイント＞
新型コロナウイルス感染症拡大の影響による需要減に相当する15万トンの米穀について、集荷団体と実需者等が連携して行う長期計画的な保管、中食・
外食事業者等への販売促進や子ども食堂等の生活弱者への提供を支援することにより、需給の安定に向けた市場環境を整備します。

＜事業目標＞
新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けている米穀の市場環境の整備

＜事業の流れ＞
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○ 令和２年産米の15万トンの「コロナ影響緩和特別対策」については、事業実施主体の全農が17の集荷団体から12万トンの申請
を受け付け、事業を開始。

○ 令和３年産米の「米穀周年供給・需要拡大支援事業」の拡充支援については、23万トンの実績。

○ また、令和４年４月以降の保管経費等の支援については、昨年度の拡充支援からの継続分も含め、40万トンの申請。

令和２年産米・３年産米の保管料等支援のイメージ
（「米穀周年供給・需要拡大支援事業」及び「コロナ影響緩和特別対策」）

※ 申請のあった12万トンのうち、令和４年９月までに約４万トンを中食・外食事業者向けの販売や子ども食堂等に供給。

※ 保管料等の支援対象期間を５か月間前倒しし、令和３年11月から拡充支援を行ったところ、申請ベースでは26万トンとなったが、卸等のニーズに基づき本年10月
末を待たずに３万トンが販売されたこと等により、支援実績は23万トン。

販売期間
最低限生産年翌年の

10月までは保管

17万トン
（通常支援＋拡充支援実績）

23万トン
（拡充支援実績）

保管料等支援 ≪令和4年6月末 在庫見込数量 約１万トン≫※2

３年産米保管支援対象期間

最低限生産年翌年の10月までは保管

40万トン
（申請ベース）

12万トン
（事業実施ベース）コロナ影響緩和特別対策

２年産米保管支援対象期間 販売期間

販売期間

販売期間

保管料等支援
（通常支援）

2万トン
（申請ベース）

◆令和３年度支援
・ ２年産

通常支援＋拡充支援 保管料等支援 （注） 1/2→3/4
（注） 保管経費等の支援の拡充：国費及び民間団体における資金

コロナ影響緩和特別対策 ： 保管料等支援 10/10
販売促進等支援

(子ども食堂等）10/10
(中食・外食等） 1/2

・ ３年産 拡充支援 ： 保管料等支援 1/2→3/4

【2年産】

≪令和4年6月末 在庫見込数量 約９万トン≫※2

※１：３年度予算における支援実績数量
※２：事業実施主体からの申請報告等を取りまとめたもの
※３：保管料等の支援対象経費 保管料 ：米穀の保管経費

金利 ：販売時期が遅れることにより増加する概算金支払に係る借入金の支払利息
集約経費：対象米穀の営業倉庫等への集約運送に要する経費

※1

※1
※3

※3

【3年産】
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